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スマートシティ推進のポイント

１
県、市町村、民間事業者等、「オールふくしま」でスマートシティの取組みを推進するため、県がデータ連携
基盤を構築する。

２ データ連携基盤は、「総合型基盤（オープンデータ活用型＋パーソナルデータ活用型）」とする。

３ 県で、市町村と連携し、行政手続・防災・健康分野に係る県民向けサービスを提供する。

５

４ データ連携基盤及び県が提供するサービスについては、全市町村による共同利用を目指す。

将来的に、民間サービス事業者の参入を促進し、持続可能なビジネスモデルを構築する。
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「誰もが行政手続をオンラインで行える社会」及び「個人及び事業者に最適な情報やサービスが自動で提供される社会」を実現するため、
県がデータ連携基盤を整備し、県としての共通サービスや市町村が整備する個別サービスを実装することにより、マイナンバーカードの利活用
及び県内全59市町村のスマートシティに係る取組みを加速させ、復興・再生と地方創生を切れ目なく進め、県民一人一人が豊かさや幸せを
実感できる県づくりを推進する。

誰もが行政手続をオンラインで行える社会

個人及び事業者に最適な情報やサービスが自動で提供される社会

福島県デジタル化推進計画

指標名 現況値（R3） 目標値（R7）

県及び市町村の行政手続の
オンライン利用率

48.2% 80.0%

指標名 現況値（R3） 目標値（R7）

スマートシティに取り組む市町
村数

1市町村 7市町村

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、統一した分かりやすい
ユーザーインターフェースの導入、県民及び事業者の情報リテラシー向
上支援等により、オンライン利用率を引き上げる。

県民及び事業者に対する基本的な行政サービスに加え、県民及び
事業者からデータを提供してもらうことで、防災や観光、健康等様々な
分野において、各々に必要な情報やサービスが、必要なタイミングで自
動的に届くような仕組みを、市町村や事業者と協働で作る。

目指すべき姿 県が構築したデータ連携基盤を活用し、市町村が個別サービスを実装する。
県としても、「行政手続」、「防災」、「健康」分野のサービスを実装し、市町村に展開する。

１ 県、市町村、民間事業者等、「オールふくしま」でスマートシティの取組みを推進するため、県がデータ連携基盤を構築する。



【凡例】
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総合型データ連携基盤
（オープンデータ＋パーソナルデータ）
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福島県版データ連携基盤

オープンデータ及びパーソナルデータのいずれも対象とし、幅広いサービスの展開ができる、「総合型データ連携基盤」を構築するとともに、市
町村が構築済みのデータ連携基盤ともデータ連携を行う。
データ連携基盤は、県と市町村が共同利用するため、マルチテナント対応とし、市町村がデータ連携基盤上で提供する優良な個別サービス
について、他の市町村への横展開を図る。

2 データ連携基盤は、「総合型基盤（オープンデータ活用型＋パーソナルデータ活用型）」とする。
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県民とスマートシティサービスの統一的な窓口として、1つのIDで自身に最適なサービス及び情報の利用ができ、自身の声を行政へ発信する
ことも可能なコミュニケーションポータルを提供。
また、県及び市町村ごとに、申請先が散在するオンライン行政手続について、行政手続窓口の一本化とUI（操作画面等）の統一を図り、
県民にとって分かりやすいオンライン行政手続サービスを提供。

3 県で、市町村と連携し、行政手続・防災・健康分野に係る県民向けサービスを提供する。

4 データ連携基盤及び県が提供するサービスついては、全市町村による共同利用を目指す。

ID認証

パーソナライズ表示

オプトイン管理

利用サービス履歴

県民による意見投稿

コミュニケーションポータル 機能概要 オンライン行政手続 機能概要

手続UI統合

ナビゲーション

事業者手続

本人確認電子署名

複数手続一括申請

複数サービスに共通でアクセス
でき、各データと利用者個人を
紐づける共通IDの登録・一括
認証

ユーザーの趣味嗜好・属性に
応じたサービス・情報の提案型
表示やプッシュ型通知

提供サービス・情報等に対する
県民の声を受け取るためのコメ
ント・アンケート

個人データは本来利用者のも
のであるため、オプトインにより
利用者自身がサービス間の
データ流通をコントロール

個人データは本来利用者のも
のであるため、オプトインにより
利用者自身がサービス間の
データ流通をコントロール

申請先が散在する県及び市町
村のオンライン行政手続のUI
統合・一本化。

個人の情報や子育て・介護等
のライフステージ等の情報から、
各個人に応じた申請可能な手
続をプッシュ型で通知。

1つの事象に関して複数の手
続が必要になるものについて、
いずれの手続でも入力が必要
になる情報は、1度の入力で完
結。

gBizIDを利用し、事業者申
請にも対応。eLTAXや
jGrantsへリンクでのWeb遷移
を行うよう設定。

マイナンバーカードの利用者証
明用・署名用電子証明書を読
み取ることで、申請時の本人確
認や電子署名の付与を実施。



5

避難計画作成や災害時の避難誘導・家族の位置確認等ができる防災サービスを提供する（検討段階）。既に会津若
松市での開発・実証・バージョンアップが進んでおり、評価を得ている。
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• 共通IDと連携して手軽にサービス開始
• 位置情報/要支援者情報等事前オプトイン
※オプトインしない場合もオプトイン不要のサービスは
利用可能

• 防災用品のリスト作成・準備
• 防災マップをもとにした避難計画の作成

• 災害情報のプッシュ通知を受信
• 近くの避難先ルート確認、安否回答/確認

• 住民の安否確認
• 要支援者の所在確認

・
課
題

• 各市町村の防災関連データの収集・Lアラート受信調整等が必要

• 発災時に県内のどこにいてもプッシュ通知で災害状況や最寄りの避難所・家族の安否等が確認でき、適切な避難行動が可能

• 住民の安否や要支援者の所在が市町村を跨いで確認でき、効率的な避難支援が可能/広域での導入によるコストダウンが可能

• 防災は収益化しにくい分野だが、広域で導入することによりスケールメリットが得られる/広域のあらゆるデータと繋がることでサービス改善や新サービス創出が可能

3 県で、市町村と連携し、行政手続・防災・健康分野に係る県民向けサービスを提供する。

4 データ連携基盤及び県が提供するサービスついては、全市町村による共同利用を目指す。

サービスイメージ
（防災）
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福島県

データ連携基盤運営

サービサー（サービス事業者）

県民

市町村

データ連携基盤
提供ベンダー

￥

基盤維持費

開発費・
サービス接続費

￥

基盤維持
負担金￥

個別サービス連携に係る
コンサルティング料￥

サービス

￥
サービス
セットアップ

費

行政
管理
データ

パーソナル
データ

￥
サービス
利用料

基盤利用・
接続維持

費
￥

オプトイン

ユーザ・事業
関連データ

税

￥

データ・基盤
利用許可

サービス
利用料￥

利益の
一部￥

広告費
等￥

費用負担の在り方について、市町村からの負担金や民間事業者からの利用料などを市町村等と協議し、結論を
得る。

ビジネスモデルイメージ

５ 将来的に、民間サービス事業者の参入を促進し、持続可能なビジネスモデルを構築する。



基本設計/
資金負担検討

詳細設計/
システム構築

特定分野サービス開始/
サービス対象拡大

サービス拡大

 詳細設計
 構築

 詳細設計
 構築
 一部サービス開始(個人)

 防災サービス詳細設計
 防災サービス実装

 県及び市町村の資金分
担の方向性とモデル合意

 R6導入市町村募集

 運用・市町村展開

 対象手続拡充
（個人/事業者）

 防災サービス展開

 R7導入市町村募集

 運用・市町村展開

 対象手続拡充・機能拡充

 健康サービス詳細設計
 健康サービス実装

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

データ
連携基盤

行政手続
統合サービス

共通サービス

組織

県及び市町村
の現状、課題
調査

あるべき姿の
検討

基本設計作
成

県及び市町村
の資金分担の
方向性とモデ
ル検討
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令和5年度に、データ連携基盤、行政手続サービス及び防災サービスを実装し、一部市町村で導入する。
令和6年度以降は個別サービス及び共通サービスの拡大を目指す。

事業ロードマップ
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